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公的研究費に関する内部監査規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公的研究費に関して実施する内部監査について必要な事項を定め、新島学園短期

大学（以下「本学」という。）における公的研究費の執行状況を適切に評価し、その評価に基づく業務

の改善・合理化のための助言等を通じ、本学の社会への説明責任を果たし、健全な公的研究費執行

を実現することを目的とする。 

（監査の対象） 

第２条 監査の目的を達成するため、本学の公的研究費に関する業務全般を対象とし、リスクアプローチ

に基づいた以下の監査を行う。 

 （１）監査を実施する年度において、本学に所属する研究者が研究代表者として交付を受けている研究

課題数の概ね１０％以上を対象とした通常の監査。（以下「通常監査」という。） 

 （２）通常監査を行う研究課題のうち概ね１０％以上を対象とした特別の監査（書類上の調査のみならず

実際の使用状況や納品の状況等、事実関係の厳密な確認などを含めた監査。以下「特別監査」と

いう。） 

（監査担当者） 

第３条 監査責任者は、事務長とし、監査担当者は、学長が任命することとする。 

（職務権限） 

第４条 監査担当者は、監査対象者に対し、資料の提供、事実の説明または必要事項の報告を求めること

ができる。 

（監査対象者の協力義務） 

第５条 監査対象者は、前条による監査担当者の求めに対し、これを拒否することはできない。 

（遵守事項） 

第６条 監査責任者及び監査担当者は、次の事項を遵守しなければならない。 

 （１） 監査担当者は、監査を行うに当たっては、常に公平かつ普遍な態度を保持すること 

 （２）監査担当者は、監査で知り得た情報を正当な理由なく他に漏えいしないこと 

 （３）被監査部門の業務の遂行に重大な支障を与えないこと 

（監事及び会計監査人との関係） 

第７条 監査対象者は、監査を行うに当たっては、監事及び公認会計士との連携を確保し、監査効率の向

上を図るよう努めなければならない。 

２ 監査の実施は、必要により監事及び公認会計士と合同で行うことができる。 

（監査計画） 

第８条 監査は、これを適正かつ効率的に行うため、監査委員長が策定する監査計画について、学長の承

認を得るものとする。 

（監査の時期） 

第９条 監査は通常監査と特別監査とする。 

２ 定期監査は毎会計年度１回（または２回）行う。 

３ 特別監査は、学長が必要と認めたとき、または事務長が必要と認め、学長の承認を得たときに行う。  

（監査の対象事項） 
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第１０条 監査事項は次のとおりとする。 

 （１）通常監査 

   ① 直接経費の管理状況の確認 

   ② 公的研究費の使用に関する書類の整理・保管状況の確認 

   ③ 物品購入等の事務手続きの確認（発注・受入・登録等） 

   ④ その他通常監査に必要な事項 

 （２）特別監査 

   ① 購入物品の使用状況等の確認（現物確認） 

   ② 短期雇用者の勤務実態の確認 

   ③ 出張に関する実態の確認 

   ④ 経費の合算・混同使用等の有無 

   ⑤ その他特別監査に係る必要な事項 

（監査実施の通知） 

第１１条 事務長は、監査を行うに当たっては、監査対象者に対し、監査の日程、監査項目等を示した文書

をもってあらかじめ通知するものとする。 

（検証機能） 

第１２条 監査担当者及び監査責任者は、本学で行われているモニタリングについて検証し、その検証結

果をコンプライアンス教育やモニタリング及び内部監査に反映させるという機能を有する。 

（規程の改廃） 

第１３条 この規程の改廃は、教授会の意見を聞いて、学長が行う。 

 

附  則 

この規程は、2016年 4月 1日をもって施行する。 

附  則 

この規程は、20２１年 4月２８日から施行する。（第 13条関係） 


